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要旨：本稿では、東アジアにおいて経済発展の著しい台湾と中国の労働者のワー
ク・ライフ・バランスの実態及び女性労働の環境の制度、政策面の状況をヒアリン
グ調査及び既存調査より分析、検討し両国のワーク・ライフ・バランスの実態を把
握することを目的とする。
キーワード：ワーク・ライフ・バランス（Work－Life　Balance）、少子化、高齢化、
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はじめに
　日本が直面している少子化や高齢化の課題は、日本に限らず経済発展が
著しい東アジアの台湾、中国においても共通の社会問題としてとらえられ
ている。両国とも経済規模の拡大とともに少子化や高齢化への対応が近未
来の課題として浮上している。
　2011年3月の東日本大震災は、社会、経済全体さらに企業経営活動に
大きな影響を与えた。この災害を契機に、男性を中心とした雇用形態を抜
本的に見直して、労働力人口減少社会や経済に適合した働き方のシステム
設計が強く求められている。台湾、中国においても、台湾の少子化と晩婚
化の進展、中国の一人っ子政策、人口の高齢化など変貌しつつある社会構
造の変化とともに、人口構造の変化に適合するワークスタイルの設計が必
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要となることが予測される。
　近年のワークスタイルの基本理念は、ワーク・ライフ・バランス（Wbrk－
Life　Balance「仕事と生活の調和」以後、WLB）である。日本のWLBの
基本理念は、①男女の人権の尊重　②社会における制度又は慣行について
の配慮　③政策等の立案及び決定への共同参画④家庭生活における活動
と他の活動の両立　⑤国際的協調　の5本の柱を掲げており、仕事と生活
の両立からさらには社会的意義の広がりを示している。すなわち、就労に
よる経済的自立の実現や時問的ゆとり確保による健康で豊かな生活の確
立、多様な就労や生き方の選択肢のある社会、能力開発、地域社会に貢献
できる社会の実現という観点からも検討されている1）。
　本稿では、東アジアにおいて経済発展の著しい台湾、中国の労働者の
WLBの実態および女性の労働環境の制度、政策面の状況をヒアリング調
査及び既存調査を通して、両国のWLBの実態を把握することをねらいと
するものである。
　なお、本稿は、台湾と中国の企業におけるWLBの実態及び進展の比較
に焦点を合わせたのではなく、東アジア地域の経済発展の役を担っている
両国の企業のWLBの状況を個別に分析把握することに主眼を置いたもの
である。東アジアにおけるWLBの進展の比較分析に関しては、2011年に
「WLBの国際比較：日本・台湾・中国の比較」というテーマで3国の比
較研究をまとめ白鴎論集に発表している。したがって、本稿は前年の研究
の流れに位置づけられるものでもある。
　第1章では、台湾のWLBの現状について就業環境等を既存の調査結果
から概観する。第2章では、中国のWLBの現状について中国と日本の
WLBの既存の比較調査から概観する。両者のWLBの概観をもとに第3
章では、台湾と中国の労働者にヒアリング調査を実施し、その調査結果か
ら両国のWLBをさらに分析していく。第4章では、両国のWLBの課題
と展望についてまとめる。
　なお、本稿は白鴎大学大学院の台湾と中国からの留学生の院生によるヒ
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アリング調査及びレポートを元に編集したものである。台湾については、
林莉珊、林逸昇、中国にっいては王暁丹、林飛燕が担当をした。
1．台湾のワーク・ライフ・バランスの現状
1．1　台湾の労働環境
　近年、台湾政府はハイテク産業を重視し、高雄と新竹に科学園区を設
立した。台湾の経済部統計署のデータ（葉盈蘭（2009）「高科技産業員員
工工作堅力休閲参與與工作生活平衡之研究」）によれば、台湾におけるハ
イテク産業の全産業に占める割合は、1991年には35．3％であるのに対し、
2006年は54．2％となっており、その割合は年々増加傾向にある。今日、ハ
イテク産業は台湾経済発展の中心となっている。しかし、ハイテク産業で
働く従業員にとって、現在規定されている労働時間の基準（2週間で84
時問まで）を順守することは困難な状況にある。この背景には、現在、台
湾の企業においては週平均5日勤務が基本であるが、従来からの土曜出勤
が基本であるという考え方が未だに残存していることがあげられる。すな
わち、土曜の就業が、週5日プラス残業という形で割り振られ、結果とし
て週の労働時間は減少していない。従って、台湾ハイテク産業においては
従業員が長時間労働という時間的負荷のある就業環境におかれている2）。
このような労働環境を背景に、台湾のハイテク産業の飛躍的な成長発展と
同時に、労働環境の問題という観点から、社会、産業界、企業などから
WLBが注目されている。
　台湾のWLBは、「仕事の充実」と「生活の充実」を同時に実現するこ
とがねらいであるが、労働政策の観点からすると、二つが両立できる「仕
事の世界」をいかに構築するかが主要な課題になる。台湾では「友好的
な職場」政策という観点からWLBを推奨している。この政策では、「仕
事と生活の調和」（Wbrk－1ife　Balance）、「職場と家庭の調和」（Wiork，family
Balance）、「友好的な職場」（Wbrkplacefriendly）、「友善家庭」（Family
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丘iendly）をとりあげている。
　近年、社員のWLB達成のためにフレックス制を導入し、全社員対象に
同じ時問帯の勤務を要求するのではなく、仕事量の変化や仕事の進め方、
労働者の生活のリズムに合わせて働くことを可能とするような労働時間を
設定するなど、労働時間の弾力化が進んでいる。その期待成果として、社
員の自主性増大、仕事と生活のバランスの改善、仕事の満足度の向上があ
げられる。通常勤務は、2週間で労働時間84時間の規定があり、以下の
2種類がある。①第2週休2日（1週間5日半の就業と1週問5日問の就
業と毎日8時問の就業がある。）②1日7時間労働の6日出勤制。フレッ
クス勤務は6種類あり、①毎日8～10時間勤務の週休2日　②第二週の
土日が休日　③毎月定めた日を休日　④労働時間週40時間　⑤労働時問
週44時間⑥その他　がある（方嘉喩「台澤員工弾性工時偏好之研究」
2003年）。
　台湾のWLBについて、行政院「労働者による仕事と生活の平衡」
（2011年）の調査（図表1－1）によると、「仕事量が多い」労働者は
5．17％である。「やや仕事量が多い」21．58％と合わせると約26％が仕事に
ウエイトを置いた生活をしているといえる。しかし、男性、女性労働者合
わせて71．14％がWLBがとれているとしており、WLBの実現がなされて
いるとみてよいであろう。また、女性労働者の場合、73．72％がWLBが
とれていると回答をしており、男性の68．94％より高い数値が示されてい
る。
　仕事の量的負荷に関しては、男性労働者の場合6．62％が「仕事の量が多
い」と回答をしており、女性の3．49％と比較すると、男性の方が仕事の負
荷が多いとするのが約2倍である。従業員規模別にみると、従業員規模
500人以上の大企業では、仕事の量的負荷が少なく余暇のとれる就業環境
からWLBがとれているとする回答率は約6割強であるが、中小企業では
この割合は低い。最近1年間の残業とWLBとの関連では、残業無しとす
る回答者の約8割強がWLBがとれていると高い比率を示している。同様
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に、在宅残業という観点からみても、やはり、在宅残業無しとする回答者
の約8割弱が同じような傾向を示している。反面、在宅残業が多い場合
は、WLBのとれている比率は約2割と低い。
図表1－1　労働者の仕事と生活のバランスの状況（台湾）
単位：％
項目別 合計 仕事量がとても多い
仕事量
やや多い
WLBがと
れている
余暇やや
　多い
総計 100 5．17 21．58 71．14 2．1
團男性 100 6．62 22．5 68．94 1．95
女性 100 3．49 20．52 73．72 2．27璽29人以下 100 2．17 14．8 78．89 4．1330～49人 100 5．67 22．3 70．44 1．59
50～199人 100 4．91 24．41 69．73 0．95
200～499人 100 6．17 26．01 66．07 1．75
500人以上 100 9．12 26．66 63．74 0．48
最近一年間の残業
魏無い 100 1．97 12．02 82．18 3．83
たまに 100 2．71 26．92 69．96 0．41
良くあり 100 27．95 46．75 25．3 一
家で残業すること
無い 100 3．22 16．75 77．33 2．71
たまに 100 6．57 31．83 61．24 0．37
良くあり 100 26．31 50．37 23．32 一
資料出所：行政院「労働者による仕事と生活の平衡」2011年
　次に、前述の行政院の調査による就業が家庭生活に及ぼす影響に関して
は、残業することが生活に影響を及ぼすとしている労働者は40．86％（「や
や影響する」31．79％＋「非常に影響される」9．07％）である。性別でみる
と、影響度合は、女性が影響あり（「影響ある」43．97％「やや影響され
る」34．04％「非常に影響される」9．93％）とするのが約9割弱、男性の
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8割弱と比較して女性が影響される度合が約1割ほど高い。年齢階級別で
は、性別区分がされていないが、25歳～44歳代が約9割強影響を受ける
と回答している。非常に影響されるは10．13％でトップを占める（図表1
－2）。働き盛りであり、子育て、介護という家庭生活の負荷を背負う年
代にあることが要因と推察される。
図表1－2　就業が家庭生活に及ぼす影響（台湾）
単位：人． ％
項目別 人数 合計
影響され
ない
完全影響
されない
あまり影響
されない
影響ある 少し影響
される
非常に影
響される
総計 1，396 100 59．14 22．84 36．340．86 31．79 9．07
圃男性 724 100 61．25 23．71 37．54 38．75 30．26 8．49
女性 672 100 56．03 21．55 34．48 43．97 34．04 9．93
圃15－24歳 91 100 69．17 20．15 49．02 30．83 25．83 5
25－44歳 984 100 54．63 20．05 34．5845．37 35．24 10．13
45－64歳 308 100 68．81 31．17 37．65 31．19 23．86 7．33
65歳以上 13 100 81．89 58．09 23．818．11 18．11 一
圃中学校以下 102 100 82．43 47．44 34．99 17．57 17．5 0．07高校 325 100 69．03 31 38．03 30．97 23．04 7．92
専門及び短期大学 821 100 53．92 18．28 35．6446．08 34．96 11．11
大学以上 148 100 48．28 11．43 36．84 51．72 44．67 7．05
圃未婚 610 100 61．64 23．38 38．26 38．36 30 8．35配偶者あり（含
同居） 736 100 56．71 21．66 35．05 43．29 34．17 9．11
離婚及び別居 41 100 60．36 27．23 33．13 39．6421．42 18．22
未亡人 9 100 88．42 65．55 22．87 11．58 一 11．58壷はい 700 100 59．14 22．86 34．242．94 32．22 10．71いいえ 696 100 59．14 22．81 38．66 38．53 31．29 7．24函北部地区 846 100 57．47 21．136．37 42．53 33．19 9．34中部地区 264 100 57．32 19．44 37．88 42．68 34．08 8．6
南部地区 273 100 65．57 31．34 34．23 34．43 25．98 8．45
東部地区 13 100 70．42 25．08 45．3429．58 13．47 16．1
資料出所：行政院「労働者による仕事と生活の調和」2011年
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　なお、残業の主要理由をみると（図表1－3）、主に「仕事及び会議が
多い」が60．51％占めている。次いで、「残業手当を稼ぐ」10．49％、「上司
の要求」9．83％、「自身の職業が好き」5．15％である。
図表1－3　残業の理由（台湾）
　　　　　　　　　その他瀬　　1　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　ヨ　　　　家諸鍵絢駕漏　i
「司僚も残業し、それは台湾の慣習　癖鞭　　i
　　　　　　　　　　　ロエ　　　　　　　き　　　　羅嚥莞響竃罵嗣
　　　上司が要求られる1残業）締薦繭　　　　　　　　　　　　博残業手当を稼ぎたい
　　　　　　　f士事力戒多し、
　　　　　　　ダ釜業の壬里由
　　　　　　　　　　　　O　　　　　　■0
　　　　　　　　　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　…　l　 i 　　l　　　　　　　　　　　　　i　 l 　　　　　l　　 　 　 l　　　l　　　　　　i　　　　　　1　　＿i＿一　＿4一　　一1＿一
ZO　　　　30　　　　40　　　　50　　　　60　　　　70
資料出所：人力資源管理研究所　2003年
　これらの調査から台湾におけるWLBに関する取組みは、まだ完全な男
女平等には至っておらず、既婚女性は育児と仕事を両立することは非常に
難しいといえよう。
1．2　台湾の女性労働：雇用管理制度
　2000年「両性工作平等法」施行前の職場での性差別と2004年「両性工
作平等法」が施行されてから2年目の実情を比較する。「2000年度婦人
就業平等就業調査」（行政院労工委員会）によると、女性労働者は、昇
給、配置、昇進、考課及び福利厚生の面で不平等な労働条件（性差別的
取扱）にあることが指摘されている。不平等の割合は、昇給24．4％、配置
17．3％、昇進27．1％、考課12．8％、福利厚生8．7％となっているが、「2004
年度婦人労働調査」では、昇給9．5％、配置6．0％、昇進8．2％、考課6．3％、
福利厚生4．8％と変化している（図表1－4）。
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　　　　図表1－4　職場における性差別的取扱いの現状（台湾）
30．0％
：畿
・ε・％　　　　　　　　　　塵圏
1：！：1
0．0％
　　　　　昇給　　　　配置　　　　昇進　　　　考課　　　福利厚生
資料出所：「89年婦人就業平等就業調査」及び「93年度婦人労働調査」により作成
注：台湾の「89年」は日本の「2000年」、「93年」は日本の「2004年」にあたる。
27．1％
24．4％
17．3％
12．8％ 19．5％ 8．2％ 8．7％
6．0％ 6．3％ 4．8％
　2000年と2004年の調査から、性差別的取扱の項目については、2つの
調査と共に昇進においての不平等が最も高く、次いで昇給である。しか
し、「両性工作平等法（2004）」を施行して以来、どの項目も著しく減少
傾向にある。台湾において「両性工作平等法（2004）」の施行が女性労働
者の不平等待遇の解消に効果が大きいといえる。
　「女性雇用管理調査」（2002／2005）3）によると、台湾の企業は、募集の
段階では「男女を問わず採用する」というケースがほとんどである。「女
性雇用管理調査」から職種別の女性労働者の募集割合をみると、「管理
職」67．4％、「事務職（行政業務）」54．4％、「販売職」44．2％、「専門技術職」
38．7％、「重量物・危険作業」9．0％である。「重量物・危険作業」を除い
て、各職種では男女を問わず募集するのは4割弱～6割強である。
　従業員規模からみると、大企業では男女を間わず募集する割合が高い。
採用時に「男性のみ」または「女性のみ」とするケースは職種の面からみ
ると、「管理職」では男性のみを採用する割合は11．5％である。「事務職」
では、女性のみは33．7％である。「販売職」では、男性のみを採用する割
合は22．9％ある。「専門技術職」では、男性のみは38．4％である。「重量
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物・危険作業」は、男性のみは40．1％である。両性工作平等法（2004）で
は、募集の段階で、「男性のみ」または「女性のみ」として募集するのは
禁止されているが、この法律を守っていない企業もあると思われる。
　昇給、昇進、考課において性別を考慮する割合は、昇給1．9％、昇進
0．6％、考課0．6％となっている。いずれの項目も2002年度の調査結果（昇
給3．0％、昇進0．8％、考課L4％）に比べると不平等さは改善しつつある。
　「2008年度女性雇用管理調査」によれば、2005年度の調査結果と同様
に、各職種の募集では男女を問わず募集する割合が高いが、2005年度と
比較すると、2008年度は大幅に上昇した。職種別に募集状況をみると、
「管理職」76．4％、「事務職（行政業務）」70．1％、「販売職」60．9％、「専
門技術職」56．6％、「重量物・危険作業」13．9％となっている。「男性の
み」と「女性のみ」を採用する状況について、各職種の割合からみると、
「管理職」では男性のみを採用する割合は6．7％である。「事務職」の男
性のみは1．8％、女性のみは2L3％である。「販売職」の男性のみを採用す
る割合は10．1％、女性のみは3．1％である。「専門技術職」では、男性のみ
は26．3％、女性のみは7％である。「重量物・危険作業」は、男性のみは
47．5％、女性のみは0，2％である。
　企業が「男性のみ」を募集する理由としては、「ある職務の危険性が高
く、体力も必要なため、女性労働者は相応しくない」、「女性労働者は応募
していない」、「女性労働者を採用したが、すぐ辞めた」、「女性労働者を採
用した後、配置の段階では管理職に拒否され、男性のみ採用した」など
をあげている。例えば、「ある職務の危険性が高く体力も必要なため、女
性労働者は相応しくない」にっいては、「2004年性別工作法」の第7条で
は、労働の性質が特定の性別に適合しない時にこの限りではないと定めて
いるので、法律に違反してはいない。しかし、「女性労働者を採用したが
すぐ辞めた」、「女性労働者を採用した後、配置の段階では管理職に拒否さ
れ男性のみ採用した」など、性別を理由としていることは明かである。企
業が、配置、昇格、考課、昇進、福利厚生及び訓練において、性別を考慮
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するかどうかについては、8割の企業は性別は考慮していないとしてい
る。一方、性別を考慮する企業では、配置が最も高く、40．3％にも達した。
次いで、昇格及び昇進である。
　配置の段階で性別を考慮するのは、仕事の特質による場合が多い。例え
ば、体力を使う仕事や危険性が高い仕事など、一般に女性に比べ男性の方
が相応しいと考えられ、その場合には性別を考慮することは少なくない。
また、深夜の仕事の場合、台湾の「労規法」第49条では、使用者が、夜
10時から朝6時の間に女性労働者を働かせることが禁止されている。た
だし、労働組合の許可を得るならばその限りではない。その場合には女性
労働者は、配置や応募において不利になる可能性がある。法律の目的は、
女性労働者の安全、健康を守るためであるが、事業者側が女性労働者を採
用しない合法的理由になる可能性もある。
2．中国のワーク・ライフ・バランスの現状
2．1　中国の女性労働：女性就業の増大と保護
　中国の女性の就業率は、継続して上昇している。1949年1の中華人民共
和国成立時には、全国の女性労働者は60万人しかおらず、労働者総数の
僅か7．5％を占めているに過ぎなかったが、人民政府の奨励により、多く
の女性が社会で働くようになった。1979年以来、中国は対外開放と国内
経済体制改革の方針を定め、経済構造は社会主義を主体に、多様（資本主
義的）な経済制度と経営方法を併存させた。国民経済の発展と人口増加に
対応するため、政府は仕事を分配することで就業方針を制定した。1978
年から1988年までに女性の職員・労働者は約800万人増加した。
　近年、新しい労働分野の開拓や労働条件の改善は女性のためにより多く
の就業のチャンスと職場を提供し、女性職員・労働者の増加は男性のそれ
より高く、労働者全体の増加のなかでも目立っている。1990年には全国
の国営企業、民間企業で働く女性は約5，300万人に達し、職員・労働者総
一81一
堀眞由美・王暁丹・林莉珊・林飛燕・林逸昇
数の37．6％を占めており、建国初期の89倍に増加した。改革開放の発展に
伴い成長してきた個人経営の商工業で働く女性労働者は613万人、商工業
労働者総数の31．7％を占めている。1993年、中国の城鎮の労働力人口（16
歳～54歳）のなかで占める女性の就業率は82％を超える。
　経済発展に伴う女性の労働供給の変化は、労働者個人の就業行動のみな
らず、家計、人口構造の変化、将来の労働力率、社会保障制度、税制制度
にも大きな影響を与える。そのため、女性の労働力率の増大は中国におい
て重要な鍵となっている。
　中国における女性労働に関しては、計画経済期（1949年～1977年）に
男女平等の労働政策が実施された結果、女性の就業が促進され、労働雇用
における男女格差は目立たなかった。しかし、1978年以降、中国経済は
市場経済へ移行し、それに伴い女性の就業が増加した。とくに都市の女性
の労働市場への進出が増加した。
　女性の労働市場への進出は、年齢や教育水準は大きく関係するととも
に、子供の有無や人数も就業機会に関連してくるようになった。また、市
場化の進展、労働需供、労働市場の分断化などが女性就業の関係要因とな
ると同時に、家庭構造、本人の所得、教育水準、婚姻状況、家庭責任など
の個人の属性要因も女性の就業に関連する要因となっている。
　2002年末の18歳～64歳の大都市の女性労働者の就業率は87．0％で、男
性より6．6ポイント低い。1990年に比べ、男性は90．0％から81．5％に落ち8．5
ポイント減少した。また、女性は76．3％から63．7％に落ち12．6ポイント減
少している。都市の男女労働者の就業率はともに低下しているが、男性に
比べ女性の低下率が大きい。中高年の女性の就業率は、1990年に比べ16．2
ポイント減少した。
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図表2－1　大都市女性における年齢階級別就業率（中国）
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資料出所：http：／／www．chinabusiness－headline．com／2011／12／18547／
　中国国務院が2011年に国営企業の労働者を対象に実施した調査による
と、女性失業者の49．7％が、再就職が難しいと回答をしている。男性失業
者より18．9ポイント高い数値である。さらには、女性失業者は再就職の際
に年齢及び性別差別を受けたと回答している。
　中国国務院法制課は2011年11月21日付で女性労働者の保護のための
「女性従業員特別労働保護条例」を公布した。主な内容は以下の通りであ
る。
1）産休期間及び保険
　産休期間は8日間延長される（図表2－2）。出産または流産した女性
従業員の給与又は出産手当及び出産・流産医療費は、該当女性従業員が生
育保険に加入している場合、生育保険基金から支給される。生育保険に未
加入の場合は、所属先の企業が負担する。
2）労働保護
　・企業が勤務時間内における妊娠中の女性従業員の休憩時間を合理的に
設ける又はその勤務ノルマを減少しなければならない。企業が該当女性従
業員と協議の上、仕事の持場を調整することができる。
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　・妊娠7ヶ月以上の女性従業員に労働時間の延長または夜間勤務をさせ
てはならない。また、妊娠中の従業員が定期健康診断を受けた場合、健康
診断の時間は勤務時間と認める。
　・企業が女性従業員に婦人科健康診断の機会（注：2年につき1回以
上）を設けなければならず、当該健康診断時間は勤務時間と認める。
　・1歳未満の乳児への哺乳期間の1年間、企業が哺乳期間中の女性従業
員に重労働、夜間勤務をさせてはならない。また、同期間中の勤務時問内
に1日1時間以上の哺乳時間を設けなければならない。なお、子供が双子
以上の場合は、2人目以降の乳児1人につき毎日1時問の哺乳時間が追加
付与される。
3）法律違反責任
　本条例に違反した企業に対して、期限付きの是正が命じられ、法に従っ
て罰金が課される。罰金は被害者女性一人にっき1000元（80円）から
5000元（400円）までとなる。
図表2－2　「上海市旧法」と「女性従業員特別労働保護条例」の比較
「上海市旧法」の産休期問 「女性従業員特別労働保
護条例」の産休期間 比　較
一人子 90日 14週間 8日間延長
難　産 105日 16週間 7日間延長
多胎児
90日を基に、2人目以降
の乳児1人にっき15日ず
つ延長
14週間を基に、2人目以
降の乳児1人にっき2週
間ずっ延長
2人目以降の
乳児1人にっ
き1日減少
流　産
①妊娠3ヶ月未満の場合
　産休が30日
②妊娠3ヶ月～7ヶ月の場合
　産休が45日
①妊娠4ヶ月未満の場合
　産休が2週間以上
②妊娠4ヶ月以上の場合
　産休が6週間以上
①16日間減少
②3日間減少
資料出所：http：／／www．chinabusiness－headhne．com／2011／12／18547／2011年12月12日
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2．2　日中両国の若者のWLBの認識度：ネットマイル社「日本と中国に
　　おいて『仕事』のアンケート調査」結果から
　以上のような経済発展、女性労働の状況を踏まえて、現在働いている
20歳以上の中国人283人・日本人500名に対するWLBの既存調査（http：／／
biz．netmile．cojp／news＿2011／press∫elease110407．htm1，ネットマイル社
「日本と中国において『仕事』のアンケート調査」2011年3月）から、
中国におけるWLBの認識度合について考察する。本調査はインターネッ
トによる調査である。なお、この調査は日本との比較という観点から調査
されているが、本稿では、台湾と中国とのWLBの研究という目的主旨か
らあくまで中国を主として論述し、必要に応じて日本の調査結果に論及す
る。
　「WLBという言葉を知っていますか。」という質問に対して中国では、
「よく知っている」は9．2％、「聞いたことがある程度」は72．1％、「知ら
ない」は18．7％である（図表2－3）。参考に日本の場合は、「よく知っ
ている」は13．8％、「聞いたことがある程度」は38．2％、「知らない」は
48．0％であった。「よく知っている」に関しては、日本の認識度は、中国
のそれよりも4．6ポイント高い。「聞いたことがある程度」では、中国の数
字が高い。しかし、これだけでは、両国のWLBの認知度の高低を測るの
はやや問題があろう。
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図表2－3　WLBという言葉を知っていますか（中国）
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資料出所：http：／／research．netmile．cojp／voluntary／index．htm120！1年12月11日参照
「日中比較　仕事についての調査レポート」
　「あなたの現在のWLBは、理想とするWLBと比較してどのような
状態ですか。」という質問に対して、「やや理想からはかけ離れている」
「だいぶ理想からかけ離れている」のいずれかの回答者に、さらに「あな
たの今現在の仕事と生活のバランスが理想とかけ離れてしまっている最
大の原因はどこにあると思いますか。」という質問に対して、日本人の場
合は、「勤務時間外でも仕事を切り離せない」とする回答が27．8％と最も
高く、次いで「有給休暇が取りづらい」18．1％、「勤務時問が不規則（夜
勤など）」16．7％である。一・方、中国人は、全体では「通勤時間が長い」
の回答が30．2％と最も高く、次いで「勤務時間が不規則（夜勤など）」
21．5％、「勤務時間外でも仕事を切り離せない」18．0％と続く。両国を比
較してみると、「勤務時間外でも仕事を切り離せない」では中国人よりも
日本人、「通勤時間が長い」や「勤務時間が不規則（夜勤など）」では日本
人よりも中国人の回答率が高い（図表2－4）。
　次に、「あなたの今現在の仕事と生活のバランスが理想とかけ離れてし
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まっているために生じることで、最も困ることは何ですか。」という質
問では、日本人の場合、全体では「自分の時間が少ない」とする回答が
36．7％と最も高く、次いで「心身の健康を維持できない」20．4％、「家族
と過ごす時間が少ない」11．5％である。一方、中国人では、「家族と過ご
す時問が少ない」が32．0％と最も高く、次いで「自分の時間が少ない」
19．2％、「心身の健康を維持できない」15．1％である。
　労働時間に対する不満については、日本人は「自分の時間が少ない」、
「異性と出会う機会がもてない」、「心身の健康を維持できない」が多い。
一・方、中国人は、「家族と過ごす時間が少ない」、「育児にかかわる時間が
少ない」、「友達と遊ぶ時間がもてない」という回答が高い比率を示してい
る。
図表2－4あなたの今現在の仕事と生活のバランスが理想とかけはなれ
てしまっている最大の原因はどこにあると思いますか。
　　（※日本の回答率が高い順に並べ替え）
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資料出所：図表2－1に同じ
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　理想とかけ離れたWLBになっている原因として、日本人は「仕事とプ
ライベートを切り分けられない状態」、中国人は「長時間通勤や不規則な
勤務」をあげる人が多い。日本人は、「個人の時間の確保がむずかしい」
こと、中国人は「家族や子ども、友達との時間がとれない」ことを不満要
因としてあげている。両国の民族性や、歴史文化的相違が背景にあるもの
と推察できよう（図表2－5）。
図表2－5　あなたの今現在の仕事と生活のバランスが理想とかけはなれて
　　　　　　しまっているために生じることで、最も困ることは何ですか。
　　　　　　（※日本の回答率が高い順に並べ替え）
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資料出所：図表2－1に同じ
3．台湾と中国のワーク・ライフ・バランスのヒアリング調査
3．1　ヒアリング調査概要
　調査概要は、台湾、中国ともに調査対象者を現在働いている男性・女
性、未婚・既婚者12名選び、2011年10～11月にインターネットによるヒ
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アリング調査を実施した。
　台湾の調査対象の基本属性の詳細は、性別は20歳代以上の男性6名、
女性6名を対象に選び、年代は、20歳代6名、30歳代4名、50歳代2名
である。婚姻状況は、未婚8名、既婚4名である。業種は、製造業4人、
その他には小売業、サービス業、複合業、教育業、及び医療、福祉などで
ある。居住地域は台北と台南である。
　中国の調査対象の基本属性の詳細は、性別は20歳以上の男性6名、女
性6名を対象に選び、年代は、20歳代9名、30歳代3名である。婚姻状
況は未婚7名、既婚5名である。業種は、製造業、卸売業、サービス業、
複合業、教育業、医療、福祉、情報通信業である。居住地域は北京、厘口、
深センである。
　質問内容は、勤務先のWLBの取組みの有無、WLBの政策・制度の実
施状況、WLBの制度・政策の利用の容易性、自己啓発・能力開発制度の
実施状況、ボランティア活動や従業員の健康診断制度、女性の管理職など
の職位状況、女性、障がい者、外国人の雇用状況、WLBの取組み姿勢に
対する満足度などについてヒアリングを実施した。
　その結果分析を通して台湾と中国のWLBの実態について考察する。な
お、ヒァリング調査の質問項目は台湾・中国共通で以下の問1～問9であ
る。
［ヒアリング調査質問項目］
問1　あなたの会社ではWLBに関する以下の取組みがありますか（「育
　　児休暇」、「配偶者出産休暇」、「育児短時間勤務」、「事業所内託児施設
　　の設置」、「保育施設利用補助」、「介護休暇」から複数回答）。
問2　問1以外のWLBに関する休暇や取組みはありますか。
問3　問1で挙げた会社の取組みは、性別に関わらず取得できますか。
問4　あなたの会社では、教育研修、通信教育、資格取得の助成に関する
　　補助はありますか。
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問5　あなたの会社では、ボランティア活動の推進を行っていますか。
問6　あなたの会社では、健康診断がありますか。
問7　あなたの会社では、女性のトップ職位は以下のどれですか（主任ク
　　ラス、係長クラス、課長クラス、部長クラス、取締役社長クラスから
　　選択）。
問8　あなたの会社では、女性、障がい者、外国人の雇用は積極的に取り
　　込んでいますか。
問9　あなたは会社のWLBの方針、取組みにっいて満足していますか。
3．2　台湾の調査結果と考察
　問1の「あなたの会社ではWLBに関する以下の取組みがありますか。」
については、「育児休暇」と「配偶者出産休暇」の制度があるとする回答
が約7割を占めている。「育児短時間勤務」、「事業所内託児施設の設置」、
「保育施設利用補助」と「介護休暇」の回答率は約2割である。台湾の法
律では、育児休暇は原則2年間取得することが可能である。しかし現実に
は、育児休暇を2年間取得する女性は極く少数である。約9割の台湾女性
は、1年問の育児休暇、あるいは1年間以内の育児休暇を取得し職場に復
帰している。この背景には、1年間以上の育児休暇を取得することは、職
を失うことに繋がる可能性が極めて高いためである。無論、このような企
業サイドの行動は、台湾の法律に違反している。この間題について、台湾
の労工保険局では、女性が、法定の2年間の育児休暇を取得できるように
推進活動を行っている。他方、企業は従業員に対して育児休暇を許可する
ことが法律で義務づけられている（行政院労工委員会）。また、女性労働
者は出産にともなう無給休暇の育児休暇を取得する場合、在職企業に「育
嬰留職停薪津貼」（育児無給休暇手当）として6ヶ月、毎月1万4千元（日
本円にして約3万4千円）の請求ができる（労工委員会規定）。
　問2の「WLBに関する休暇や取組みはほかにありますか。」について
は、回答の大半は「社員旅行」である。社員旅行は、国内旅行あるいは日
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帰り旅行を指す。他には、「年末ボーナス」、「祝日手当」などがあげられ
ている。
　問3の「間1であげた会社の取組みは、性別に関わらず取得できます
か。」の質問に対し、肯定したのは6割である。それ以外の人は「関係な
い」という回答であった。回答者が働いている企業からみると12社のう
ち5社がWLBに関する取組みの取得状況は性別によって異なると回答し
ている。このことは台湾におけるWLBに関する取組みが未だ男女平等で
はないことを示唆していよう。
　問4の「あなたの会社では、教育研修、通信教育、資格取得の助成に関
する補助はありますか。」に対しては、肯定したのは、ほぼ3割弱である。
教育、通信、資格取得等にっいての補助がある企業は、大企業あるいは日
系企業の場合が多い。台湾では中小企業が多く、中小企業においては人材
の流動が激しいことに加え、資格取得等に対して会社からの補助金制度は
なく、費用は基本的に自己負担となっている。
　問5の「あなたの会社では、ボランティア活動の推進を行っています
か。」の質問に、8割の回答者が「行っていない」としている。すなわち、
ボランティア活動を推奨している企業は、ほぼ1割弱である。アジアにお
いてボランティア活動が普及している日本では、CSR部門を設置、植林、
奨学金の支援等さまざまな活動が行われている。一方、台湾では、先に述
べたように中小企業が多く、CSRについての意識は高まっているが、今
回の調査では、台湾の企業におけるボランティア活動の推進意識はまだ低
いと推察される。
　問6の「あなたの会社では、健康診断がありますか。」にっいては、
回答者の勤務先の全企業が健康診断があるとしている。健康診断の頻度
は「1年に1回」と「2年に1回」が半々である。女性に対する健康診
断は、診断内容として子宮ガンの検査をあげている。また、回答者の中
には、「付属病院が設置されているため、健康診断の費用は一切かからな
い」という企業もある。
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　問7の「あなたの会社では、女性のトップ職位は以下のどれですか。」
の質問に、主任クラスは2社、係長クラスは3社、課長クラスは5社、部
長クラスは1社、社長クラスは1社となっている。この回答をみると、台
湾における働く女性は企業組織でトップ層や管理者層への登用傾向が高い
ことがうかがえる。
　問8の「あなたの会社では、女性、障がい者、外国人の雇用は積極的に
取り組んでいますか。」の質問に、「取り組んでいない」とする回答は4割
（12社中5社）である。台湾の「身心障擬者権益保障法」により各政府
機関、企業などが従業員を34名以上雇用する場合には、就業能力を持っ
ている障がい者を一定の比率で雇うことが規定されている。その人数は、
総従業員数の3％以上でなければならない。しかしながら、今回の調査で
12社中5社が障がい者を雇用していないとしていることから、台湾の中
小企業においては、積極的に取り組まれていないケースもあることが推察
される。
　問9では「あなたは会社のWLBの方針、取組みについて満足していま
すか。」の質問に、「やや不満」2名、「普通」4名、「やや満足」5名、「満
足」1名という結果であった。すなわち、回答者の半数が現在のWLBに
っいて、「やや満足」「満足」であるとしている。
3．3　中国の調査結果と考察
　本稿でのヒアリング調査では、中国人の6割程度が現在のWLBに「や
や満足」であるとしている。以下、それぞれの質問項目に対する回答結果
について述べる。
　問1の「あなたの会社ではWLBに関する以下の取り組みがあります
か。」の質問には、「育児休暇」、「介護休暇」及び「配偶者出産休暇」の制
度があるとするのが約8割である。「育児短時間勤務」、「事業所内託児施
設の設置」、「保育施設利用補助」にっいては1割弱である。中国の法律で
は、育児休暇は原則90日間取得できる。ただし、30歳以上の母親であれ
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ば（「晩育」と言う）プラス30日間、さらに出産に際し帝王切開であれば
プラス30日間、合計180日間取得できる。日本のように1年間以上休暇が
取れる会社はほとんどない。育児休暇制度があるとしても利用していな
い、あるいは取得しにくいのが現実である。その理由として第一一に、育児
を両親（子供の祖父母）頼りにしている傾向が強いことである。中国の退
職年齢は、男性が60歳で、女性が55歳である。退職後、孫の面倒を見る
人が多いのが実状である。第二に、中国には託児施設が多いことがあげら
れる。日本の場合、保育所の数が少なく、半年以上前から申請しなければ
ならない所も多い。また、保育料も親の収入により高額になるケースも多
い。中国の託児所（保育園）は保育の資格があれば、個人で開くことがで
きる。都市の住宅街であれば、近くには必ず1カ所以上の託児所がある。
しかも忙しい親に対して全託という施設もある。全託とは、月曜の朝から
金曜の夜までまるまる5日間宿泊させて乳幼児の面倒を見るという預かり
方である。第三に、都市で働く余裕のある家庭であれば育児、家事をする
「お手伝いさん」を雇うことが多い。
　問2の「WLBに関する休暇や取組みはほかにありますか」の質問に
は、回答者の大半は、年1回の社員旅行をあげている。ここでいう社員旅
行は、台湾の企業と同様、国内旅行あるいは日帰りの場合が多い。その
他、冬季ボーナス、結婚休暇、社内外の人との会食（費用は会社持ち）、
祝日手当てなどをあげている。
　問3の「問1で挙げた会社の取組みは、性別に関わらず取得できます
か。」という質問には、「はい」と回答した人は6名、それ以外の人は性別
には関係ないとしている。
　問4の「あなたの会社では、教育研修、通信教育、資格取得の助成に関
する補助はありますか。」の質問には、約3割弱が「一部会社が負担する」
と回答している。ほぼ7割は、自己啓発など教育研修への補助制度は無い
と回答している。補助のある会社は外資系が多く、中国の民営企業では人
材の流動が激しく、資格取得などの費用は基本的には自己負担で会社から
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の補助手当ては出ない。
　問5の「あなたの会社では、ボランティア活動の推進を行っています
か。」という質問に対し、12社のうち推進しているのは3社のみである。
ボランティア活動としては、老人ホームの訪問、定期的な無料検診、町で
のゴミ清掃活動である。中国の民間企業は、ボランティア活動を推進する
意識はまだ薄い。一部国営企業あるいは大手企業だけが推進している。
　問6「あなたの会社では、健康診断がありますか。」という質問に対し
ては、全回答者が「健康診断制度」があるとしている。ただし、その実施
時期、頻度に関しては、年に1回定期健診を行う企業は少なく、入社時だ
けとする企業が多い。また、1社だけ女性に対する特別な健康診断（乳が
ん検診）を行っているところもあった。
　問7「あなたの会社では、女性のトップ職位は以下のどれですか。」と
いう企業組織における女性の地位に関しては、回答者の勤務先企業12社
のうち3社が社長、2社が部長、1社が学長、2社が主任、それ以外の3
社はマネージャと呼ばれている。働く女性の企業組織でのトップ層、管理
層への登用が極めて高く、かつ普及していることが推察される。
　問8「あなたの会社では、女性、障がい者、外国人の雇用は積極的に取
り組んでいますか。」の質間に「取り組んでいない」という回答は8社で
ある。法律では、障がい者、外国人の雇用を積極的に取り組むと定められ
ているが、雇用しない企業も少なくない。
　問9「あなたは会社のWLBの方針、取り組みについて満足しています
か。」という企業へのWLBの取り組み姿勢に関しては、5名が「満足」、
5名が「普通」、2名が「不満足」という回答である。必ずしも満足度が
高いとはいえないが、勤務先のWLBへの取り組み方には納得していると
いえよう。
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4．WLBの課題と展望
　今回のヒアリング調査では、勤務先企業のWLBへの取り組みに対する
満足度について、台湾、中国ともに6割が「満足」としている。しかし、
女性の全般的な就業環境に関しては、本稿で取上げた調査報告をみても整
備されているとは言い難い。
　台湾におけるWLBに関する取り組みについては、まだ完全な男女平等
には至っていない。既婚女性は育児と仕事を両立することが非常に難し
い。台湾行政院「労働と生活調和の調査」をみると、女性回答者43．97％
が、「仕事が家庭生活に影響を及ぼす」と回答をしている。男性の場合は
38．75％である。日本では少子化をむかえ、社員のWLBが実現できるよ
うに働き方を検討する努力をしている企業もふえてきている。また育児に
ついても女性だけではなく男性にも育児参加できるようWLBを推進して
いる企業がある。しかし、台湾では、未だに「男主外、女主内」という伝
統的慣行が残存しており、仕事と生活の両立は難しい状況にある。育児に
関して、特に男性に対して家庭や地域での生活を大切にし、心身の健康面
に留意することの意義や育児休業等の関連制度の理解に資するような啓
発・啓蒙情報提供を国や地方行政体あるいは主要企業などで行うことが必
要である。
　中国のWLBに関しては、他調査機関や本稿のヒアリング調査によれ
ば、認識されている度合が半数以上の割合を示している。第2次産業、第
3次産業の就業者の増大や女性労働者の就業率の高まりなどから今後も
WLBへの関心と期待は高まると思われる。しかし、現時点では、WLBを
企業活動での重要な経営政策の要素と位置づけているとは言い難い。企業
や職場において制度、政策として確立されているかというと必ずしも肯定
するレベルには達していないと推察される。政府・地方行政体の政策や法
整備もこれからの観がする。
　台湾、中国とも、産業界や企業経営において、WLBを人材育成の確
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保、あるいは経営戦略として有効な政策として普及させていくには、まず
WLBへの認識を社会全般に浸透させるために官民一体となってWLB推
進運動の展開やWLB先進国のあり方を研究し、自国のビジネス風土を踏
まえてグローバルな視点からも納得できる制度、政策の確立を目指すこと
が課題といえる。
おわりに
　WLBは、日本においては1970年代初頭から注目され、当初は「職業生
活と家庭生活の両立」という基本理念に基づいて、法、政策整備に官民共
にカをいれてきた。1986年の男女雇用機会均等法、1992年に始まる育児
休業法から改正を経て1999年の育児・介護休業法、さらに政策として、
ファミリー・フレンドリ企業表彰、2007年のWLB憲章などWLBの環境
醸成に伴い「仕事と生活の調和」というWLBの概念の広がりをみせてい
る。本稿は、日本との比較という観点からWLBを追究したものではない
が、東アジア経済圏の一翼を担う日本以外の国として、台湾及び中国に
焦点を合わせて考察した。両国のWLBに関して調査研究をしたのは、経
済、経営という視点からこれらの国は注目を浴びているが、労働ないし労
働者、とくに女性労働という観点からの実態が必ずしも明確になっていな
い、という仮説が動機になったことを述べておきたい。そのため、本稿で
は、WLBという21世紀の働き方の理念を基盤に、台湾、中国の実態を把
握しようとするものである。今回の調査により、台湾、中国とも、WLB
への認識度は日本に劣らないレベルにあることが把握できた。しかし、前
章の課題と展望でも述べたように、社会や企業のWLBへの関心は高いと
はいえない。また、WLBに関する法律や政策整備も課題として残ってい
る。グローバル化という考え方が社会、経済、産業、企業経営の面で普遍
化しているが、労働という「人」をべ一スとする面においては、歴史的文
化や民族性を考慮する必要があろう。台湾、中国など中華圏では、家族、
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親、親族等、血縁、地縁の伝統的文化の色彩を重要視している。これら
の要素を踏まえて、どのようなかたちでWLBを推進、普及させていくか
は、次の研究課題といえよう。
注
1）http：／／www8．cao．gojp／wlb1，内閣府，ワーク・ライフ・バランスの実現に向け
　て，2012／02／14
2）葉盈蘭（2009），高科技産業員員工工作墜力，「休聞参與與工作生活平衡之研
　究」，碩士論文，國立台濁師範大學，台北
3）行政院労工委員会は、労工保険に加入した事業を対象として女性労働者の雇用
　管理、セクシャル・ハラスメン防止、男女雇用平等措置にっいて調査「女性雇
　用管理調査」を実施。
参考文献
行政院労公委員会「螢工工作與生活平衡調査」（2011）
螢動基準法施行細則　（1984）
方嘉喩「台濁員工弾性工時偏好之研究」「中央大學人力資源管理研究所92年碩士論文」
5－8頁。
http：／乃a．wikipedia．org／wiki／ワーク・ライフ・バランス
http：／／hLmgt．ncu．edu．tw／conferences／15th／paper／，「台潜員工弓輩性工時偏好之研究」
http：／／wwwlchinabusiness－headline．com／2011／12／18547／，2011／12／12
http：／／news．searchina。nejp／disp．cgi7yニ2008＆d＝0219＆f＝research＿0219＿001．shtm1，
2011／12／16，中国人のワーク・ライフ・バランス
http：／／www．bjstats。gov：cn／sjzx／qヵj／201106／t20110602＿203673，htm，2011／12／16，中
国の製造業の就業状況
　　　　　　　　（本学経営学部教授）
（本大学院経営学研究科修士課程1年）
（本大学院経営学研究科修士課程1年）
（本大学院経営学研究科修士課程1年）
（本大学院経営学研究科修士課程1年）
一97一
